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令和２年５月１３日宣告 福岡高等裁判所第２刑事部判決 

平成３１年（う）第８３号 詐欺（変更後の訴因 組織的な犯罪の処罰及び犯罪収

益の規制等に関する法律違反）被告事件 

            主       文 

       本件各控訴を棄却する。 

       被告人Ａに対し，当審における未決勾留日数中４００日を原判決の

刑に算入する。 

            理       由 

第１ 本件各控訴の趣意 

被告人Ａの控訴の趣意は，弁護人作成の控訴趣意書及び弁論要旨各記載のと

おりであるからこれらを引用するが，控訴理由は，法令適用の誤り及び量刑不

当である。これに対する検察官の答弁は，検察官作成の答弁書及び弁論要旨各

記載のとおりであるからこれらを引用する。 

被告人Ｂについての検察官の控訴の趣意は，検察官作成の控訴趣意書及び弁

論要旨各記載のとおりであるからこれらを引用するが，控訴理由は事実誤認で

ある。これに対する被告人Ｂの答弁は，弁護人作成の答弁書及び弁論要旨各記

載のとおりであるからこれらを引用する。 

そこで，記録を調査し，当審における事実取調べの結果も併せて検討する。 

第２ 事案の概要 

１ 本件公訴事実（原審における訴因変更後のもの）の要旨は次のとおりである。 

被告人Ａは，福岡市ａ区内に本店を置き，営業目的を非鉄金属地金の売買仲

介業務等として登記され，ロンドン金属取引所（以下「ＬＭＥ」という。）に

おけるアルミニウムの委託売買取引を行っているかのように装って，同取引を

行うために必要な保証金名目で現金をだまし取ることを共同の目的とする，被

告人両名及び従業員らで構成される多人数の継続的結合体であって，被告人Ａ

の指揮命令に基づき，あらかじめ定められた各任務の分担に従って一体として
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行動する組織により，その目的を実現する行為を反復して行っていた団体であ

る株式会社Ｃ（以下「本件会社」という。）の実質的経営者として本件会社の

業務全般を統括管理するとともに，現金をだまし取ることを任務としていたも

の，被告人Ｂは，本件会社の代表取締役であるとともに，被告人Ａらが現金を

だまし取る際に用いる資料等の作成や被告人Ａらがだまし取った現金の管理を

任務としていたものであるが，被告人両名は，本件会社がＬＭＥにおけるアル

ミニウムの委託売買取引を行っているかのように装って，同取引を行うために

必要な保証金名目で現金をだまし取ろうと企て，現金をだまし取ることを任務

としていた従業員らと共謀の上，本件会社の意思決定に基づく行為であって，

だまし取った現金は本件会社に帰属するものとして，被告人Ａの指揮命令の下，

あらかじめ定められた各任務の分担に従い，平成２７年６月から平成２８年５

月までの間に，５人の被害者らに対し，真実は，本件会社がＬＭＥにおけるア

ルミニウムの委託売買取引を行っている事実はなく，交付を受けた現金を同取

引を行うために必要な保証金に充てるつもりもないのに，これらがあるように

装い，かつ，交付を受けた現金は本件会社の運営費や被告人らの遊興費等に費

消するつもりであるのに，その情を秘し，本件会社が上記被害者らから交付を

受けた現金を保証金に充てて，ＬＭＥにおけるアルミニウムの委託売買取引を

行い，同取引によって生じた利益があればそれを上記被害者らに支払うなどと

うそを言い，上記被害者らにその旨誤信させ，よって，上記被害者らから現金

合計４４００万円の交付を受け，もってそれぞれ団体の活動として，詐欺の罪

に当たる行為を実行するための組織により，人を欺いて財物を交付させた。 

２ 原判決は，被告人Ｂについては，本件会社がＬＭＥにおける取引を行ってい

ないとの認識を有していたとはいえないから，詐欺の故意を認めることができ

ず，犯罪の証明がないとして，無罪を言い渡し，被告人Ａについては，被告人

Ｂ及び従業員らとの共謀の点を除き，上記公訴事実とおおむね同一の事実を認

定した上で，組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律（以下
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「組織的犯罪処罰法」という。）違反（同法３条１項１３号）の罪（以下「組

織的詐欺罪」という。）により懲役７年６月に処した。  

第３ 被告人Ｂの詐欺の故意について 

１ 被告人Ｂについての検察官の論旨は，要するに，被告人Ｂには詐欺の故意が

認められるのに，これを認めることができないとして被告人Ｂに無罪を言い渡

した原判決には，判決に影響を及ぼすことが明らかな事実の誤認がある，とい

うのである。 

２ 原判決は，要旨，以下のとおり説示して，被告人Ｂに詐欺の故意を認めるこ

とはできないから，無罪であると判断した。 

ア 被告人Ａは，自ら又は営業員が各顧客から買い付けの注文を受けた後，

ＬＭＥに注文を取り次ぐことなく，各顧客ごとに架空の買い付け価格を決

め，当該価格でアルミニウムを買い付けた旨の注文伝票を自ら作成するか，

営業員又は被告人Ｂに価格を指示してこれを作成させ，これらの注文伝票

をもとに被告人Ｂ又は事務員がアルミニウムを買い付けた旨の顧客宛ての

報告書を作成していた。その一方で，被告人Ｂは，アルミニウム等非鉄金

属の市場価格を情報配信会社や新聞掲載の情報に基づき日々記録していた。 

検察官は，①平成２３年２月２４日から平成２８年６月２１日までの間

におけるアルミニウムの市場価格の１日の高値と安値の差は最大１６５ド

ル，平均３５．４ドルであったにもかかわらず，被告人Ｂ自らが記載した

注文伝票には同じ日の取引であるのに顧客によって４５４ドルや３０９ド

ルもの価格差が生じているものが存在すること，②注文伝票記載の取引価

格は，市場価格の範囲外のものが大半を占めていること，③被告人Ｂは，

被告人Ａから頼まれて，市場価格を偽った顧客向けの資料を作成したこと

があったことなどから，被告人Ａが恣意的に取引価格を設定しており，実

際には海外市場で取引をしていないことを被告人Ｂが認識していたものと

推認できる，と主張する。 



- 4 - 

  イ ①については，検察官が指摘する事実は認められるものの，被告人Ｂは，

被告人Ａの指示を受けて市場価格の記録を作成するようになったもので，

これに基づき作成したグラフなどを被告人Ａらが営業用の資料とするもの

と考えていた旨供述しており，この供述を排斥するに足る証拠はないから，

被告人Ｂにおいて，１日の値動きの幅等に関心を持つ契機があったとはい

えない。同じ日でも顧客によって１００ドルを超える価格差が生じている

のは，買い付けに係る２件にとどまっているから，被告人Ａが指示した取

引価格の異常性を被告人Ｂが認識していたとはいい難い。 

 ウ ②については，被告人Ｂは，上記のとおり１日の値動きの幅等に関心を

持つ契機があったとはいえない中で，他の事務員と同じく，被告人Ａや営

業員が作成した注文伝票を渡されると，これをもとに顧客宛ての報告書を

作成することを日常業務としていたのであって，注文伝票上の個々の取引

価格についてＬＭＥの市場価格と照合するなどの作業を行っていたことは

うかがえず，検察官が指摘する価格の状況を被告人Ｂが認識していたかに

は疑問が残る。 

   エ ③については，被告人Ｂは，被告人Ａから顧客に示す資料であるとの説

明を受け，その指示に基づき，アルミニウムの価格の推移を記した二つの

表を併記したデータ及びこれに関連するグラフを作成したところ，一方の

表は実際のＬＭＥの市場価格に，他方の表は被告人Ａが指示した価格にそ

れぞれ係るものであって，両者の数値は相違していたから，顧客に示す資

料中にＬＭＥの市場価格と相違するものが含まれていたことを被告人Ｂが

知る契機があったことは否定できない。しかし，被告人Ｂは，もともと作

成していた市場価格のデータから転写するとともに，被告人Ａから受け取

ったメモの内容を打ち込んで表を作成し，そこから自動的にグラフを作成

していただけで，特に２種類の価格を比較したりせず，市場価格と被告人

Ａに指示された価格との差に関心を払うこともなかったと供述し，被告人
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Ａも，単に顧客に示す資料であるとしか被告人Ｂに説明していなかった旨，

被告人Ｂの供述に沿う供述をしており，被告人Ｂは営業活動を行ったこと

がないこと，上記表やグラフのデータは顧客５人分という少数のものにと

どまっていることにも照らせば，被告人Ｂの上記供述を排斥することはで

きない。 

   オ 結局，①ないし③の事実を総合しても，被告人Ｂは，被告人Ａが指示す

る価格等に従って書類等を作成していただけであって，指示された取引価

格に関心を払うことがなかったという合理的な疑いが残り，被告人Ａが実

際には取引を行っていないとの認識を被告人Ｂが有していたと推認するこ

とは困難である。 

ア 検察官は，被告人Ｂが，事務員が作成した手書きの各金銭出納帳（金庫

用及び銀行用）及びこれらを基にしたエクセルデータの収支状況管理一覧

（以下，併せて「収支一覧表」という。）を確認するなどしていたことを

前提に，④収支一覧表には，顧客のために取引所における委託売買取引業

務をすることで発生するはずの手数料収入や経費の支出等について記載が

ないこと，⑤同表によれば，形式的には本件会社の役員でも従業員でもな

い被告人Ａに対して，顧客から支払われた保証金の大部分が本件会社から

貸し付けられ，しかもその大部分が未回収であること，⑥本来であれば海

外取引の担保とされるはずの顧客からの保証金が，そのまま従業員の給与

等の経費の支払に流用されたこと，以上の④ないし⑥などに照らして，本

件会社の収支の不自然さを被告人Ｂが認識していた，⑦被告人Ｂは，その

作成資料から，顧客の大部分において本件会社に拠出した保証金よりも返

金額が少なく損をしていたことを把握していたことも加味すれば，本件会

社が委託売買取引を実際には行っていないために，新規の保証金を食い潰

さなければ営業できない状況にあったことも当然に認識し得た，⑧営業員

と事務担当者のみであって英語を話すことができる者もいないなど，本件
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会社の人員体制等からしても本件会社がＬＭＥにおける取引を行っていな

い実態は明らかであったなどと主張する。 

イ ④及び⑤については，被告人Ｂの経理に関する業務内容は，収支一覧表

の確認，経費や顧客に対する支払予定の把握等にとどまり，損益算定のた

めの帳簿作成や損益計算書等の商業帳簿の作成等までは行っていない。顧

客からの保証金は被告人Ａに貸し付ける形で渡し，本件会社が支払うべき

経費や，顧客に対する利益金及び返金すべき保証金を，そこから支払う形

がとられていたから，上記業務を担当していたにすぎない被告人Ｂが，手

数料収入は被告人Ａに対する貸付けからその返済に至る過程において処理

されていると考えたとしても，不自然とはいい難い。被告人Ａへの貸付金

について未回収の部分がある点についても，半分以上は返済されている上，

顧客への保証金の返金を含めて本件会社が支払うべき金銭の支払がされて

いたことからすれば，被告人Ｂにおいて，本件会社に収益がないと推認す

るに足る事情とはいえない。ＬＭＥでの取引に伴う経費等について収支一

覧表に記載がないことも，被告人Ａの指示に従い上記業務を担当していた

にすぎない被告人Ｂの立場に照らせば，かかる事実から取引の実態がない

ことまで認識するのは困難である。 

ウ ⑥については，現に顧客に対する利益金の支払や保証金の返金も行われ

ていたから，保証金の一部が経費に使われたとしても，一時的な立替えと

して処理できる状態にあったと認識したとしても不自然ではなく，被告人

Ａの方で顧客の保証金を補てんとか立替えみたいなことをしていたのでは

ないかという被告人Ｂの供述を排斥できない。また，顧客からの保証金が

そのまま給与等の本件会社の経費に充てられたことが複数回存在したこと

はうかがわれるものの，その規模は２００万円程度であり，平成２６年度

から平成２８年度における保証金の入金が月平均２０００万円以上に及ん

でいることとの対比からすれば，経費への流用があるから本件会社の経営
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状況が厳しいとの認識に直ちにつながるともいい難い。 

エ ⑦については，顧客と本件会社との契約は継続しており，将来保証金の

返還等が行われる可能性もあり，現に，保証金の返還が行われ，支出した

保証金以上の額が支払われた顧客も相当数いることから，本件会社におい

て顧客側が必ず損をするような契約を結んでいるとの認識につながるとは

いい難い。 

オ ⑧については，被告人Ａの指示の下で，各顧客について逐一注文伝票，

報告書等が作成されていることなどに照らせば，被告人Ａがパソコン等を

用いるなどして取引を行っていたと考えていたとの被告人Ｂの供述を排斥

できない。 

カ 結局，④ないし⑧の事実を総合しても，被告人Ｂが，本件会社の業務実

態がないと認識していたと認めることはできず，その他検察官が指摘する，

本件会社が，前身の会社が次々と業務停止した後に設立され，同じ業務を

営んでいたことや，前身の会社の営業当時から従業員が偽名を用いるなど

していたことも，せいぜい本件会社の業務に不審を抱かせる事情にとどま

るものである。 

３ 当裁判所の判断 

 原判決の説示のうち，保証金の一部が経費に使われたとしても，一時的な

立替えとして処理できる状態にあったと被告人Ｂが認識したとしても不自然

ではなく，被告人Ａの方で顧客の保証金を補てんとか立替えみたいなことを

していたのではないかという被告人Ｂの原審供述を排斥できないとする点

一部であっても保証金が経費に流用されたことを被

告人Ｂが認識した場合，他方で，顧客に対する利益金の支払や保証金の返金

が行われていたとしても，流用時点において本件会社に全部の経費を賄うだ

けの収入がないとの認識に至るのが通常であるから，保証金の流用が一時的

な立替えとして処理することができる状態にあったと被告人Ｂが認識したと
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しても不自然ではないというためには，流用に係る保証金を補てんできるだ

けの保証金以外の原資があることなどの認識について相応の根拠が必要であ

る。ところが，被告人Ｂは，原審において，被告人Ａが本件会社の前身の会

社である株式会社Ｄ（以下「Ｄ」という。）等の顧客に係る取引でかなりの

額の手数料収入を得ていると思っていた，保証金を経費に流用した分は被告

人Ａが補てんや立替えをしていたのではないか，などと供述するにとどまり，

Ｄ等における手数料収入の具体的な額についての認識や，同手数料収入以外

に被告人Ａが調達可能な原資を有していたと考える具体的な根拠を明らかに

しておらず，それにもかかわらず原判決が被告人Ｂの上記原審供述を排斥で

きないとの結論に至った根拠は必ずしも明らかでない。 

この点に関して，原審で取り調べられた証拠の中には，被告人Ｂが，収支

一覧表とは別に，Ｄ，その前身の会社である株式会社Ｅ（以下「Ｅ」とい

う。）及び本件会社において，委託売買取引により生じた利益として顧客に

支払った金額を「差引損益金」（以下「利益金」ともいう。），同取引によ

り生じた手数料収入を「決済手数料」として，会社ごとに日々記録して管理

していたデータファイルを印字出力したもの（以下「限定累計一覧」とい

う。）があり，これは，被告人ＡがＤ等の取引によってどの程度の手数料収

入を得ているものと被告人Ｂが認識していたかを推知する資料となり得るも

のであるが，原判決はこの証拠には言及していない。 

また，原判決では，後記のとおり，顧客からの保証金が相当程度の規模で

そのまま本件会社の経費等の支払に充てられていたことについて検討がされ

ていない。 

 原判決に上記のとおりの問題はあるものの，当裁判所は，原審及び当審に

おいて取り調べられた証拠によれば，本件において，証拠上認められる事実

中に，被告人ＡがＬＭＥにおける取引を行っていないことを被告人Ｂが認識

していなかったとしたならば合理的に説明することができないか，少なくと
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も説明が極めて困難である事実関係が含まれているとはいえず，被告人Ｂに

ついて詐欺の故意を否定した原判決の判断は，経験則，論理則等に照らして

不合理であるとはいえないと判断した。以下，所論に鑑み，補足して説明す

る。 

ア 所論は，④ないし⑦に係る原判決の説示について 保証金を経費に流

用した額と手数料収入額との差からすれば，流用した額を手数料収入で埋

め合わせることは困難であり，原判決は，保証金の流用の補てんを別の顧

客からの保証金を流用することにより行うという自転車操業の実態をその

まま弁解として是認した点で，論理則に反する， 収支一覧表に本件会社

の収入に当たるはずの手数料収入を記載していないといった被告人Ｂの経

理処理を客観的に見れば，本件会社への入金は保証金以外になく，本件会

社の出金は保証金からの支出であるとの認識の下に経理処理が構築されて

いたことは明らかである， においては，保証金全額の返還がさ

れていない顧客が大部分を 総合

すれば，被告人Ｂにおいて，本件会社は，顧客から受け取った保証金のみ

に基づいて自転車操業をしており，ひいては，ＬＭＥにおける取引を行っ

ていないことを認識してしかるべきである，という。 

イ 以上の所論について検討するに，原審及び当審の関係証拠により容易に

認められる客観的事実を踏まえると，被告人Ｂが原審及び当審において

「保証金を本件会社の経費に流用した分については，被告人Ａが手数料収

入とかから補てんしていると思った。被告人Ａは，特にＤ等の顧客に係る

取引でかなりの額の手数料収入を得ていると思っていた。」旨供述すると

ころが信用できるとした場合，本件会社の取引等の実態に関する被告人Ｂ

の認識としては，例えば次のようなものが考えられる（以下，この認識を

「本件認識」という。）。 

すなわち，顧客から本件会社に預けられた保証金の多くは被告人Ａに貸
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し付けられる。被告人Ａがこれを用いてＬＭＥにおける委託売買取引を行

い，それにより得た利益から手数料収入を差し引いた利益金を顧客に支払

い，手数料収入は従業員への給与等の経費の支払に充てる。保証金が被告

人Ａに貸し付けられず会社経費に流用されることもあるが，その場合被告

人Ａが直ちに手数料収入等で補てんする。被告人Ａが利益金を顧客に支払

い，会社経費を負担し，保証金を顧客に返還した場合には，その分だけ被

告人Ａの本件会社に対する借入れ債務が減少する。 

以下，所論の観点から，本件認識（被告人の上記供述を含む。以下同

じ。）を否定し得るか検討する。 

ウ 

できるかについて見ると，被告人Ｂが作成し管理していた限定累計一覧に

よれば，特にＤにおいて，本件会社の設立日である平成２５年７月９日以

降も，多額の「決済手数料」の収入が計上されていることが認められる。 

当審において取り調べた，警察官が収支一覧表及び限定累計一覧に係る

各データファイルに基づいて作成した，本件会社の設立日である平成２５

年７月９日から平成２８年６月２２日までの間における，本件会社，Ｄ及

びＥの「決済手数料」の収入額並びに経費及び「差引損益金」の支出額等

の累計表によれば，弁護人が弁論要旨で指摘するとおり，平成２８年４月

１４日以降，上記３社の「決済手数料」の累計額が，経費及び「差引損益

金」の累計額を上回っており，同月１３日以前において経費及び「差引損

益金」の累計額が「決済手数料」の累計額を上回る額が最も大きい平成２

７年８月１１日頃においても，その差額が，その時点における経費及び

「差引損益金」の累計額の約９％にとどまることが認められる。 

さらに，本件認識を前提とすると，本件会社が保証金を経費に流用する

ことで成り立っていると被告人Ｂが認識していたか否かを検討するに当た

っては，上記３社の「決済手数料」の収入で，「差引損益金」を含まない
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純然たる経費を賄えたか否かを問題とすべきであり，上記累計表に基づき，

「差引損益金」を控除した純然たる経費について労をいとわずこれを累計

していくと，上記３社の「決済手数料」の累計額は，平成２５年１０月下

旬には「差引損益金」を含まない純然たる経費の累計額を上回り，更に

「決済手数料」の累計額に創業費合計４５０万円を加えると，同月上旬に

は「差引損益金」を含まない純然たる経費の累計額を上回っており，数字

上は，本件会社の設立後３か月程度で，創業費及び上記３社の手数料収入

により本件会社の全ての経費支出を賄える状態になっていたことが認めら

れる。 

このように，被告人Ｂが作成し管理していた限定累計一覧において，特

にＤにおける多額の「決済手数料」の収入が計上され，数字上はこれらの

手数料収入によって本件会社設立後の早い段階から全ての経費支出を賄え

る状態になっていたことからすれば，被告人Ｂが，上記累計表に類するも

のを作成して手数料収入及び経費支出の累計額を常時把握して比較してい

なかったとしても，本件会社に預けられた保証金を会社経費に流用した分

の補てんが上記３社に係る手数料収入によってされていたと体感し，その

ように思っていたことが不合理であるとはいえない。所論の観点から本件

認識を否定することはできない。 

ところで，原判決は，平成２５年８月から平成２８年６月まで本件会社

が顧客から預かった保証金総額約６億５０００万円のうち被告人Ａに貸付

けがされたのは約５億７５００万円であったと認定しているが，被告人Ａ

以外ではＬＭＥでの取引をする者はいなかったのであるから，本件認識を

前提としたとしても，その差額約７５００万円は本件会社に残されたまま

であり，少なくともＬＭＥでの取引に使用されることなく本件会社の経費

の支払又は他の顧客への保証金の返金等に流用された（以下，これらの流

用を「本件流用」という。）ものと推認され，本件被害者らについて見て
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も，原判示第１の被害者については保証金名目で交付した１０００万円の

うち５万円が，同第２の被害者については１５００万円のうち９００万円

が，同第３の被害者については５００万円のうち２００万円がいずれも被

告人Ａに貸し付けられることなく本件会社に残されたまま，本件流用に使

われたものと推認される。そこで，このような規模の本件流用の存在をも

って，本件認識を否定し得るかについて検討する。 

本件認識を前提として考えるに，原判示第１ないし第３の被害者らに係

る「売買取引計算書及び報告書」，顧客の注文状況に関するデータファイ

ル及び手数料収入額等に照らすと，保証金名目で交付された額全額をＬＭ

Ｅでの取引に用いたものと推認し得る上，上記のとおり，数字の上では上

記３社の手数料収入をもって本件会社の経費を十分賄える状態にあったか

ら，上記の規模で保証金が本件流用に使われたとしても，その都度直ちに

被告人Ａの下で手数料収入をもって流用分相当額を流用に係る保証金に振

り替えるなどして補てんしたと考えることが不合理であるとはいえない。

本件流用をもって，本件認識を否定することはできない。 

エ 次に，収支一覧表に手数料収入を記載していない経理処理に関する所論

について見ると，そもそも被告人Ｂは，本件会社が掲げていたのと同様

の委託売買取引を実際に行う会社で勤務した経験を有しておらず，Ｄ及び

Ｅには勤務していたものの，これらの会社も本件会社と同様に，被告人Ａ

が実質的に経営する，実際にはＬＭＥでの取引を行っていない会社であり，

それよりも前の職歴を見ても，被告人Ｂが，委託売買取引を行う会社にお

いて本来あるべき経理処理についての知識を有していたと認めるに足りな

い。また，本件認識を前提とすると，被告人Ｂにおいて，本件会社は被告

人Ａのワンマン会社であるから，自分としては相応の給与等の報酬を継続

してもらえればいいと割り切り，ひたすら被告人Ａの指示に従って業務を

遂行しても不思議ではない。 
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そうすると，被告人Ｂが本件会社の経理に関して作成していた収支一覧

表に形式的に手数料収入についての記載がないことについても，被告人Ａ

の指示に従ったもので，この一覧表に手数料収入について記載しなければ

ならないという意識がなかった旨の被告人Ｂの原審供述を排斥できず，本

件会社の出金が保証金からの支出であるとの認識の下に経理処理が構築さ

れていたとは断定できない。所論の観点から本件認識を否定することはで

きない。 

オ 本件会社では，保証金全額が返還されていない顧客が大部分を占めてい

，顧客と本件会社との契約が継続していたこ

とからすれば，本件認識を前提とすると，被告人Ａにおいて，いまだ保証

金を運用中であることになるから，保証金全額の返還がされていない顧客

が大部分を占めるのはむしろ当然である。所論の観点から本件認識を否定

することはできない。 

   所論は，①ないし③に係る原判決の説示について，被告人Ｂが，Ｅで稼働

していた平成２３年２月２４日からアルミニウムの市場価格についてのデー

タを日々記録し続ける中で，平成２４年２月下旬当時の新聞記事の日付を改

ざんして，アルミニウムの市場価格が１ｔ当たり１８００ドル台から１４０

０ドル台に下がり続けていた平成２７年当時も２３００ドル台に上昇してい

るかのような顧客向け資料を作成したことがあり，また，被告人Ａの指示す

る取引価格が，特定の顧客について，ほとんどの取引で買付価格より売付価

格の方が上昇して多額の利益を生じさせていたことや，被告人Ｂが，被告人

Ａから顧客に示すための資料であるとの説明を受け，その指示に基づいて二

つの相違する価格表を併記したデータ及びこれに関連するグラフを作成した

ことなどを考慮すれば，全顧客についての全取引等のデータを作成していた

被告人Ｂにおいて，本件会社における，あるいは本件会社設立以前からの数

年にわたる日々の業務の中で，被告人Ａが指示した取引価格の異常性，被告
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人Ａが恣意的に取引価格を設定していること，ひいてはＬＭＥにおける取引

が実在しないことを十分に認識していたと認められるというのが論理則・経

験則の示すところである，という。 

   しかしながら， Ｂの業務遂行の姿勢等を前提とすると，原判

決がおおむね説示するとおり，被告人Ｂが，本件会社の業務全般を実質的経

営者として取り仕切る被告人Ａの指示に従って，機械的に，市場価格を記録

したり，営業用ないし顧客向け資料としてのグラフなどを作成したり，注文

伝票をもとに顧客宛ての報告書を作成したりしていたにすぎず，取引の内容

に何らかの目的や関心を持って立ち入り，その是非について主体的に考える

ことをせず，あるいは，注文伝票上の個々の取引価格についてＬＭＥの市場

価格と照合するなどの作業もしなかったため，同じ日の取引価格が顧客ごと

に異なることがあっても，あるいは，注文伝票上の取引価格がＬＭＥの市場

価格の範囲内に収まっていないものがあっても，取引価格の異常性や被告人

Ａが恣意的に取引価格を設定していることに思い至らなかったということが

ないとはいえない。別の見方としては，所論が指摘する事実は，被告人Ａが

顧客から新規あるいは追加の保証金を預かり，委託売買取引の規模を拡大し

てより多額の手数料収入を獲得したいがために，あるいは，取引で損をした

顧客に納得してもらうために，上記顧客向け資料や報告書等を示すなどして

顧客らに対し説明しているのではないかとの疑義を被告人Ｂに抱かせる契機

になり得るものであり，被告人Ｂがそのような疑義を抱いていた可能性も考

えられるが，いずれにしても，被告人Ｂをして，更に進んでＬＭＥにおける

取引が実在しないことまで当然に認識させるものとは認め難い。 

   このことは，上記顧客向け資料等の意味するところについては営業員の方

がより理解していると思われるにもかかわらず，その営業員については誰一

人として本件においてＬＭＥにおける取引が実在しないことを認識していた

と認めるに足りる証拠はないのであるから，ましてや，営業活動を行ったこ
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もって本件会社の経費を賄っていける

との経理事務担当者としての感覚を有し，そのように思っていたことを否定

できない被告人Ｂの場合，本件において，ＬＭＥにおける取引が実在しない

ことの認識を有する可能性はより一層なかったという見方もできることによ

っても裏付けられる。 

 以上に検討したところのほか，所論が主張するその余の点について検討し

ても，本件認識を否定することはできないのであって，本件において，証拠

上認められる事実中に，被告人ＡがＬＭＥにおける取引を行っていないこと

を被告人Ｂが認識していなかったとしたならば合理的に説明することができ

ないか，少なくとも説明が極めて困難である事実関係が含まれているとはい

えない。したがって，被告人Ｂについて，詐欺の故意を認めることができな

いとした原判決の判断が，経験則，論理則等に照らして不合理であるとはい

えない。 

所論はいずれも採用できない。 

 被告人Ｂの詐欺の故意についての検察官の論旨は理由がない。 

第４ 法令適用の誤りの主張について（被告人Ａ） 

１ 被告人Ａの法令適用の誤りの論旨は，要するに，本件各犯行は，被告人Ａ以

外の本件会社の構成員が詐欺の故意を有しないから，組織的犯罪処罰法３条１

項柱書の「当該罪に当たる行為を実行するための組織により行われた」もので

はないにもかかわらず，同組織により行われたとして同項１３号を適用し，組

織的詐欺罪の成立を認めた原判決には，判決に影響を及ぼすことが明らかな法

令適用の誤りがある，というのである。 

 ２ 原判決は，検察官が，本件会社の代表取締役である被告人Ｂ及び主要な３名

の営業員について，組織的詐欺罪の故意及び被告人Ａとの共謀が認められると

主張したのに対し，被告人Ｂ及び上記３名の営業員において，本件被害者らか

ら保証金を集める行為が詐欺に当たることについて認識があったといえるかに
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は合理的な疑いが残り，詐欺の故意及び被告人Ａとの共謀はいずれも認められ

ないとしたものの，以下の理由により，被告人Ａについて組織的詐欺罪の成立

を認めた。 

 本件会社は，その設立以来，営業員が顧客に対して，「交付を受けた現金

を保証金に充てて，ＬＭＥにおける委託売買取引を行い，生じた利益があれ

ば支払う」旨を伝えて交付させた金銭について，実際には委託売買取引を行

うことなく，被告人Ａの遊興費あるいは本件会社の運営費（従業員の給与等）

に充てる状況になっていたのであり，客観的には，平成２７年６月以降の本

件会社の従業員の営業活動は全て「人を欺いて財物を交付」させる行為の一

環に当たることになるから，そのような行為を実行することを目的として成

り立っている本件会社は，詐欺罪に当たる行為を実行するための組織に当た

る。 

 本件会社の中で，詐欺行為に加担していることを認識しているのが被告人

Ａにとどまっていたとしても，顧客から保証金を集めるという統一の意思の

下で多数人が被告人Ａの指揮命令に基づき，あらかじめ定められた任務分担

に従うなどして営業活動等が行われることで，被告人Ａの現金詐取という目

的実現の可能性が高まっていることに変わりはなく，組織的犯罪処罰法３条

１項で詐欺罪等について加重類型が定められた趣旨からすれば，本件におい

て，被告人Ａに組織的詐欺罪が成立することに妨げはない。 

３ 所論は，組織的犯罪処罰法３条１項柱書の「当該罪に当たる行為を実行する

ための組織により行われた」として組織的詐欺罪の成立を認めるには，被告人

Ａだけでなく，少なくとも幹部従業員も詐欺の故意を有していたことが必要で

あり，幹部従業員の詐欺の故意を不要として組織的詐欺罪の成立を認めた原判

決は，同項柱書の「当該罪に当たる行為を実行するための組織」の解釈適用を

誤ったものである，という。 

  そこで検討すると，被告人Ａが，本件会社を実質的に経営する被告人Ａ及び
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被告人Ｂを含む本件会社の従業員らによって構成される組織を用いて，本件被

害者らから原判示の保証金の名目で現金をだまし取る行為をした事実は争いが

なく，原審証拠からも認められ，また，被告人Ａが詐欺罪を犯したことや，上

記行為が同項柱書の「団体の活動」として行われたことも争いがない。 

  次に，上記行為が，詐欺罪に当たる行為を実行するための組織により行われ

たかについて検討すると，原判決がおおむね説示するとおり，本件会社は，Ｌ

ＭＥにおけるアルミニウムの委託売買取引を行うために必要な保証金の名目で

金銭を集めることなどを共同の目的とする，上記のとおり構成される組織によ

り，営業活動を行うものであり，その設立以来，実際には，委託売買取引を行

うことなく，顧客から交付を受けた現金は，本件会社の運営費等に充てる状況

にあったにもかかわらず，被告人Ａの指示に基づき，営業員が顧客に対し，

「交付を受けた現金を保証金に充てて，ＬＭＥにおける委託売買取引を行い，

生じた利益があれば支払う」旨を伝え，顧客から保証金名目で現金の交付を受

ける行為をしてきたものである。その上で，本件訴因に係る平成２７年６月以

降について見ると，本件会社の従業員らの上記営業活動は，客観的には全て

「人を欺いて財物を交付」させる行為に当たることとなるから，そのような行

為を実行することを目的として成り立っている上記組織は，「詐欺罪に当たる

行為を実行するための組織」に当たるというべきである。そして，被告人Ａは，

本件詐欺を実行するに当たり，その従業員らの営業活動が客観的には全て「人

を欺いて財物を交付」させる行為に当たるという上記組織を用いたものであり，

また，そのことにより，被告人Ａによる多額の現金の詐取という目的実現の可

能性が高まっており，詐欺罪に当たる行為が，詐欺罪に当たる行為を実行する

ための組織により行われることで，財物の詐取という目的実現の可能性が著し

く高まり，重大な結果が生じやすくなるがゆえに，詐欺罪の加重類型として組

織的詐欺罪が設けられたという趣旨にも合致することに照らすと，上記組織の

中に被告人Ａ以外に詐欺行為に加担している旨の認識のある者がいない場合で
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あっても，別異に解すべき理由はなく，組織的詐欺罪の成立が妨げられるもの

ではないというべきである。 

所論が引用する最高裁判例（最高裁判所平成２７年９月１５日第三小法廷決

定・刑集６９巻６号７２１頁）は，団体の実質オーナーである被告人のほか主

要な構成員が詐欺行為に加担している認識を有していた事例において，組織的

詐欺罪の成立を認めたものであるが，そのような主要構成員が詐欺行為に加担

している認識を有することが組織的詐欺罪の成立において必要であるとまでの

判断を示しているものとは解されない。 

以上のとおりであるから，原判決が，被告人Ａの本件犯行について，組織的

犯罪処罰法３条１項柱書の「当該罪に当たる行為を実行するための組織により

行われた」ものとして，組織的詐欺罪の成立を認めたのは正当である。所論は

採用できない。 

 ４ 被告人Ａの法令適用の誤りの論旨は理由がない。 

第５ 量刑不当の主張について（被告人Ａ） 

 １ 被告人Ａの量刑不当の論旨は，要するに，①本件では組織的詐欺罪ではなく

単純詐欺罪が成立するにとどまるから，当然量刑が軽くならなければならない，

②被告人Ａは，公訴事実を全面的に自白しており，争点であった組織的詐欺罪

の成否は法令の解釈適用問題であって，別段証拠調べを要することではなかっ

たから，原審は，被告人Ａの共犯者として起訴され詐欺罪の犯意を否認する被

告人Ｂの事件と被告人Ａの事件を分離して公判審理を進めるべきであったので

あり，そうしていれば，被告人Ａの事件の審理は合計６０日間もあれば終了す

ることができたから，起訴後判決宣告前日までの未決勾留日数６７２日のうち，

ほぼ６００日を未決勾留日数として算入すべきであり，仮に被告人Ｂの事件と

の併合審理を前提としても，５４０日を算入すべきであって，原判決が刑に算

入した未決勾留日数４５０日は少な過ぎて不当である，というのである。 

 ２ しかしながら，①については，既に見たとおり，本件では組織的詐欺罪の成
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立が認められるから，所論は採用できない。 

 ３ ②については，本件公訴事実は，被告人Ｂを含む本件会社の従業員らとの共

謀に基づく組織的詐欺罪の共同正犯を内容とするものであり，被告人Ａは，組

織的詐欺罪の成否を争う中で，被告人Ｂらとの共謀の有無についても争ってい

たから，公訴事実を全面的に自白していたものではない。また，同共謀の有無

は，被告人Ａの犯情にも影響する重要な事実である。したがって，原審が，被

告人Ｂらとの共謀を否定する被告人Ａの事件と，自身の詐欺の故意及び被告人

Ａらとの共謀を否定する被告人Ｂの事件とを分離することなく，被告人Ａにお

ける組織的詐欺罪の成否についての主張及び証拠の整理と併せて，被告人Ｂに

おける詐欺の故意及び被告人Ｂと被告人Ａらとの共謀の有無についての主張及

び証拠の整理を行い，これらの整理の結果に基づいて，引き続き被告人Ａと被

告人Ｂの事件を併合したまま審理を行ったことは不合理ではない。 

また，原審の審理経過を見ると，平成２９年４月３日に被告人両名の詐欺罪

について最初の起訴がされ，詐欺罪の追起訴及びこれらの起訴に係る訴因の組

織的詐欺罪への訴因等変更許可決定がされるまでに２回の打合せが行われ，同

年５月３０日に同許可決定がされた後，原審裁判所が，被告人両名の事件につ

いて併合審理を行う方針として，本件を公判前整理手続に付し，平成３０年３

月１２日に第１回公判期日が開かれるまでに更に６回の打合せ及び３回の公判

前整理手続期日が行われ，第１回公判期日から判決宣告期日までに１０回の公

判期日が開かれ，その間，証人として召喚された本件会社の複数の元従業員が

公判期日に出頭せず，進行についての協議等のために更に２回の打合せが行わ

れたことが認められる。特に，公判前整理手続において，被告人Ｂにおける詐

欺の故意を推認させる間接事実をめぐる主張及び証拠の整理に日数を要したこ

とが認められるが，被告人Ｂが本件会社及びその前身の会社において長期間経

理業務を担当していたことからすれば，その整理に相応の日数を要することは

やむを得ないというべきであり，整理後の間接事実についての立証を当事者に
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尽くさせるために上記のとおり公判期日を重ねたことについてもやむを得ない

というべきであるから，原判決が，当初の起訴日（平成２９年４月３日）から

判決宣告日の前日（平成３１年２月３日）までの被告人Ａの未決勾留日数６７

２日のうち，４５０日を刑に算入したことが，その裁量権の範囲を逸脱して未

決勾留日数を不当に過少に算入したものとはいえない。所論は採用できない。 

４ 被告人Ａの量刑不当の論旨は理由がない。 

第６ 結論 

   よって，刑訴法３９６条により本件各控訴を棄却することとし，被告人Ａの

当審における未決勾留日数の算入につき刑法２１条を適用し，主文のとおり判

決する。 

  令和２年５月２０日 

    福岡高等裁判所第２刑事部 

       裁判長裁判官   伊名波 宏 仁 

           裁判官   武 林 仁 美 

           裁判官   倉 知 泰 久 


